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※４月８日（月）、11日（木），15日（月）、18日（木）は休講として、補講期間に補講を行う。

◆◆◆２０１８年度（Ａセメスター）定期試験問題の振り返る

　以下の各問に答えなさい。解答の順序は問わず、その際、冒頭に設問番号を明記すること。（なお、蛇足ながら、論ずる際に条約や判例など実証的素材にも適切に言及すること。）

第１問（４０点）

Ａ国はα民族を多数者とする多民族国家である。政情が不安定になりがちだったが、経済的・軍事的に強い力をもつＢ国と緊密な繋がりをもつ指導者の力で、辛うじて政治的安定を保っていた。

（１）あるとき自国がＢ国の支配下にあると強く不満に思ったＡ国群衆がＡ国内のＢ国大使館を取り囲み、占拠した。ほぼ同時期にＡ国の親Ｂ政権は倒れたが、新政権はこの事件に特別な対応をとらなかった。Ｂ国は新政権に強く抗議したが、新政権は「本件は民衆が勝手にやっていることなので止められない」として突っぱねた。Ｂ国は重ねて抗議したが、もともと反Ｂ国的な新政権は、むしろ人質となっているＢ国大使館員を、Ｂ国がＡ国の意思に従って行動するまでは解放しないと宣言した。Ａ国はこの事態に国際責任を有するか。

（２）事件が長期化する中、業を煮やしたＢ国は、Ａ国東部で生じていたＡ国の少数民族であるＣ民族による反乱運動に目を付けた。反乱軍（Ｃ軍）に兵器や食料などを供給するなどして支援し、Ｃ軍はＡ国の軍事的拠点である港湾施設奪取にも成功するなど急激に勢力圏を拡大した。他方、勢いに乗ったＣ軍はＡ国東部のα民族を多数殺害し、更に、武力紛争も真っ直中、新生国家Ｃの独立を宣言するまでに至った。α民族の殺害はＢ国が意図していたものではなかったが、引くに引けないＢ国は即座にＣ国を独立国として認めた。Ｂ国のこれらの行動は国際法の観点からどのように評価されるか。

第２問（３０点）

Ｘ国は人権擁護の姿勢を示すために、1966年市民的及び政治的権利に関する国際規約（自由権規約）の批准を検討した。様々な障害のうち問題の一つは、Ｘ国に死刑制度が部分的に残っていたことにあった。そこで、同条約を批准する際に、「18歳未満の者の犯罪のうち、これがＸ国内法の重大な犯罪にあたる場合は、死刑を科すことができる」とする宣言を付した。その際、既に同条約の締約国であったＹ国はこの宣言に異議を表明した。

（１）Ｘ国による上記の宣言はどのように評価されるか。また、Ｙ国と条約関係にあると言えるか。1969年の条約法に関するウィーン条約に照らして答えなさい。

（２）Ｘ国内の保守派からは、上記の宣言に加えて、「この規約の解釈上、争いのある場合はＡ国の判断による」と宣言する案もあった。この案は国際法上どのように評価されるか。

（３）Ｘ国内の進歩派からは、人権擁護の姿勢をより強く示すために、自由権規約だけでなく更に同規約の第２選択議定書（死刑廃止条約）にも上記の宣言を付して批准すべきだとする議論もあった。これは可能か。

第３問（３０点）

国際組織は法人格を有するか。また、どのような権限を有するか。
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補助資料（２）
寺谷広司
第６章　国際法の平和的実現

１．外交関係の組織的枠組み
【教科書：・歴史上の位置づけ･･･20頁、外交に関わる国家機関について･･･49-53頁、免除との関わり･･･103頁】
１－Ａ．国家
１－Ａ－（１）総説

a. 外交関係法の特徴

・外交を考える際も、国際社会の基本構造が主権国家体系から成る分権構造であることが重要となる。

・外交に関する国際法は非常に古く、慣習法として形成されてきた。自己完結的な制度（self-contained regime）を構成していると言われることがある。
・外交関係を結ぶときの最初の重要な局面は、外交関係を司る相手国の国家機関をどう処遇するかである。

b. 外交免除

・外交関係についても、主権免除同様、免除が与えられる（外交免除）。

・国家機関の免除は、特権の語でも知られる。

・規範の性質につき、国際法に準拠するのか、それとも単なる国際礼譲かの争いがあるが、これは、個々の行為毎に決定される。
・その根拠につき、外交使節団の場合は次の３説が主張され、後二者の併用が今日の通説である【1961年ウィーン外交関係条約前文】。

治外法権説：外交使節の常駐する場所は本国の一部として擬制されることを理由とする説

代表性説：国家の威信・独立・主権を代表することを理由とする説

機能的必要説：外交使節がその任務を独立に達成する必要性を理由とする説。

これらの３つの考え方は他の国家機関でも関連する。

１－Ａ－（２）国家元首

a. 総説

・元首の地位は、国内法が決定する。

・サミットに見られるように、積極的な外交を展開する。首脳間の個人的関係が外交関係に及ぼす影響も無視できない。

・大使の信任状を受理や条約批准行為を担う。
b. 免除

・代表説が最もよく妥当するだろう。

・行政的には、税（間接税、関税、贈与税）が免除される。
・裁判権につき、基本的には、絶対免除である。しかし、民事裁判権の免除は絶対的であるが、刑事裁判権については異なる法理が発展してきた。
・国家元首に刑事裁判権が及んだ最初の例は、ドイツ皇帝ヴィルヘレム２世に対する第一次世界大戦の戦争責任の追及であり、その後のニュルンベルグ国際軍事裁判所、極東軍事裁判所へと続いた【教科書、p.650 ff.】。
・近時の着目すべき判例は、1999年ピノシェ仮拘禁事件判決【百選24】、ベルギー逮捕状事件ＩＣＪ判決（2002年、コンゴvs.ベルギー）【百選２】がある。
１－Ａ－（３）外交使節
a. 略史

・常置外交使節の派遣は、ルネサンス期のイタリアで、ヴェネチアやフィレンチェといった都市国家間で生まれ、1648年のウェストファリア条約を機会にヨーロッパ各地で一般化した。更に、1815年のウィーン会議における【1815年「外交使節の席次に関する規則」】を経て、【1961年の「外交関係に関するウィーン条約」】や【1973年「国際的に保護される者に対する犯罪の防止及び処罰に関する条約」】として法典化されていった。

b. 使節団と外交関係設定の法的根拠・任務・手続
・構成：【1961年ウィーン外交関係条約第１条】

・法的根拠、任務：【第２、３条】。特に外交交渉が特徴的な任務となる。

・手続【第４条以下】：アングレマン【第４条】と、【第９条】（ペルソナ・ノン・グラータ）が特徴的。

c. 免除

＜外交使節団・公館＞

・外交使節の特権免除は、その任務の視点から考えうる。【ウィーン外交関係条約第３条】

・【ウィーン外交関係条約第21－28条】
・公館の不可侵【第22条】
・公館に対する課税免除【第23条】

【第28条】も同趣旨である。また、【第25条：任務のための便宜】も。

・公文書の不可侵【第24条】
【第27条】も同趣旨である。また、【第26条：移動及び旅行の自由】も。

・イラン人質事件ICJ判決（米国vs.イラン）（1980年）【百選61】･･･外交関係規則が確認され、また、一般国際法の義務としても認定された。
＜外交官＞

・【第29－44条】。
・裁判権からの免除【第31条】

・【資料１：「殴られ損」事件】にあるように不合理な面もある。しかし、これによって①安定的な外交関係が維持され、②裁判権免除は接受国も相手国において享受しているので、その意味で相互主義が働いており、③接受国はペルソナ・ノン・グラータを通告することもできる。また、外交官の職業的性格もありに、事実上、上手くいっている。

＜その他＞

・政府の長、外務大臣【1969年「特別使節団に関するニューヨーク条約」】

・国際機構・国際会議への国家代表【1975年「普遍的性質の国際機構との関係における国家代表に関するウィーン条約」（ウィーン国家代表条約）】

d. 国家代表・外交官等に対する犯罪
・【1973年国家代表等に対する犯罪防止条約（外交官等保護条約）】

・反テロリズムの法体制の一環として策定されている。

１－Ａ－（４）領事

a. 略史

・中世イタリアの商業都市は、国王や領主から広い自治を与えられ、その自治内においてもめ事を解決するための裁判官（コンスル）までも有していた。商人達は、遠隔地でも同様の組合を作ってそこで選挙で裁判官を選出した。そして、現地の政府と直接に交渉する権限を有していた。
　近代国民国家の成立に伴って、裁判官を君主が任命するようになり、外交使節の制度に近づく。【1963年「領事関係に関するウィーン条約」】として法典化される。
b. 領事の構成と外交関係設定の法的根拠・任務・手続
・構成員：【1963年ウィーン領事関係条約第１条】
・法的根拠：【第２条】但し、外交関係法と異なり、必ずしも慣習法化していない。そのため、領事関係は、二国間条約によることが多い。Ex.【資料２：日米領事条約（1963年）】
・任務：【第５条】。Cf. ラグラン事件ICJ判決（2001年）【百選54】
c. 特権免除の内容

・外交使節の特権免除と類似する。【資料３：瀋陽日本総領事館事件（2002年）】
・ただし、外交使節の特権免除よりも範囲が狭くなる。例えば、【ウィーン領事関係条約第41条１項但書】【第43条２項】
１－Ａ－（５）軍事的国家機関

a. 概観

・軍事的国家機関とは軍隊、軍艦、軍用航空機、その乗務員、構成員等を指す。
・軍事的国家機関は武力の行使を伴うハードな、広い意味での外交関係を取り扱う。
b. 免除

・任務の性質上、特権免除の理由付けがよく当てはまる。スクーナー船エクスチェンジ号事件米国最高裁判決（1812年）【百選21】
・包括的な条約枠組みはないが、1958年領海条約、1982年国連海洋法条約、1949年のジュネーブ諸条約や1977年の２つの追加議定書等に関連法規が記されている。
c. 日本の場合

・【1960年日米安全保障条約】とその第６条に基づく【1960年日本地位協定】が、重要な関連法規である。
・軍事関係における刑事裁判管轄権の設定方法は、第二次大戦後、３つの方法が存在した。①基地利用国に排他的な裁判管轄を認める方式

②犯罪の行われた場所毎に管轄を決定する方式

③基地利用国と基地提供国の裁判権競合を認める方式……【資料４：NATO軍駐留協定第７条（1951年）】等
・【資料５：ジラート事件（1957年）】
・「公務執行中」の概念は日米で評価が分かれていたため、第一次管轄権をどちらが有するかについては判断が異なっていた。この事件を契機に、より細目についても討議された。【資料６】
また、

・【資料７：米国軍人が被疑者である場合の身柄の引き渡しについて】
１－B．国際組織
a. 総説

・国際組織は、国家間の外交が頻繁になり、更に恒常化する中で生まれた。
・国家と異なり、一般論は立てにくいが、国際組織の目的・機能・地位はそれぞれの設立条約に規定される。

b. 免除

・派生的主体とされる国際組織においては、主権免除の根拠であった「対等者間に支配権なし」は妥当しない。そのため、専ら、当該国際組織の機能において考えることになる。
・【国連憲章第100、101、105条】）【1946年国連特権免除条約】【1947年国連本部協定】等。

・国際組織の特権免除は、外交公館・外交官の場合と同様である（例えば、【1946年国連特権免条約第４条11項（g）】）。ただし、国際組織職員は出身国から中立を保たなくてはならないといった特殊な要請がある。例えば、【第５条第18項（c）】
・判例･･･国連大学事件（1977年東京地裁判決）（復習）
・同様の判断として、人権小委員会の元委員マジルの本国ルーマニアの身柄拘束に対する免除（1989年ＩＣＪ勧告的意見）。1999年の国連人権委員会委員クマラスワミに対する本国マレーシアの民事訴訟手続からの免除（1999年ＩＣＪ勧告的意見）。いずれも、免除を認める。

c. 国際組織職員に対する犯罪
・【1994年国際連合要員及び関連要員の安全に関する条約】･･･国家の場合の【1973年国家代表等に対する犯罪防止条約（外交官等保護条約）】と同様、反テロ体制の中で策定された。
２．国際コントロール

割愛【教科書334頁以下】
＊　＊　＊　資料　＊　＊　＊
【資料１】
[image: image1.emf]
【資料２】
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【資料３】
	瀋陽日本総領事館事件（2002年）

	〔事実〕◆2002年５月８日、中国の瀋陽にある日本総領事敷地内に、朝鮮民主主義人民共和国からの脱出者５名が亡命を求めて駆け込んだ。◆うち男性２名が中国武装警察官の制止を振り切って敷地内に入ったが、女性２名と子ども１名は敷地外に引きずり出された。◆その後、総領事館内の査証待合室に座っていた男性２名も、武装警察官に連行された。日本政府は、この行為を1963年ウィーン領事関係条約違反（cf. 第31条１項）だと抗議し、関係者の身柄引渡と中国側の説明を求めた。また、陳謝と再発防止を求めた。◆中国側は、当初、在外公館安全のための措置であったので条約違反ではないとしていたが（cf. 第31条３項）、後に、武装警官の立ち入りに領事館職員の同意があったとして条約違反ではないとした（cf. 第31条２項）。

	〔論点〕1963年ウィーン領事関係条約の解釈・適用。

	〔その後の処理〕◆双方の事実関係に関する主張は基本的には平行線を辿った。◆５人は第三国を経由して韓国に亡命した。

	〔参考〕・難民・庇護権の論点も重要である。日本では、その後の入管法改正に繋がった。


【資料４】
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【資料５】

	ジラード事件（1957年）【『資』３－52】

	〔事実〕◆1957年に米陸軍のウィリアム・Ｓ・ジラード三等特技兵は群馬県相馬村の演習で小銃手として参加していた。◆休息を兼ねた軽機関銃の警備の任務についていたときに、ジラードは、タマ拾いに来た日本人めがけて、ふざけて撃ち、彼女は死亡する。◆米軍当局は、日米行政協定第17条３項c前段に従って、裁判権を行使しないと日本側に通告してきた。

	〔論点〕日本国はジラードに対して裁判管轄権を行使できるか。

	〔関連重要説示〕
[image: image6.emf]
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	〔評価〕在日米軍に対する刑事裁判権が競合するときの処理に関する先例。

	〔参考〕ジラードは懲役３年、執行猶予４年の刑を言い渡された。


【資料６】
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【資料７】
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※【資料】は断りのない限り、『資料で読み解く国際法』（大沼保昭編著、第２版、東信堂、2002年より）
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